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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
硬化性樹脂と、無機充填剤と、重合開始剤及び／又は熱硬化剤とを含有する液晶滴下工法
用シール剤であって、
前記無機充填剤は、疎水性の表面処理がされており、Ｍ値が２０以上であり、平均粒子径
が０．３～１．５μｍであり、
前記硬化性樹脂１００重量部に対して前記無機充填剤を５～４０重量部含有する
ことを特徴とする液晶滴下工法用シール剤。
【請求項２】
請求項１記載の液晶滴下工法用シール剤と、導電性微粒子とを含有することを特徴とする
上下導通材料。
【請求項３】
請求項１記載の液晶滴下工法用シール剤又は請求項２記載の上下導通材料を用いてなるこ
とを特徴とする液晶表示素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、滴下工法による液晶表示素子の製造において、疎水性が付与された配向膜上に
塗布された場合であっても接着性を損なうことなく、パネル表示部に輝点ムラが発生する
ことのない液晶滴下工法用シール剤に関する。また、本発明は、該液晶滴下工法用シール
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剤を用いて製造される上下導通材料及び液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、液晶表示セル等の液晶表示素子の製造方法は、タクトタイム短縮、使用液晶量の最
適化といった観点から、従来の真空注入方式から、例えば、特許文献１に開示されている
ような光硬化性樹脂、光重合開始剤、熱硬化性樹脂、及び、熱硬化剤を含有する光、熱併
用硬化型のシール剤を用いた滴下工法と呼ばれる液晶滴下方式にかわりつつある。
滴下工法では、まず、２枚の電極付き透明基板の一方に、ディスペンスにより長方形状の
シールパターンを形成する。次いで、シール剤が未硬化の状態で液晶の微小滴を透明基板
の枠内全面に滴下し、すぐに他方の透明基板を重ねあわせ、シール部に紫外線等の光を照
射して仮硬化を行う。その後、液晶アニール時に加熱して本硬化を行い、液晶表示素子を
作製する。基板の貼り合わせを減圧下で行うようにすれば、極めて高い効率で液晶表示素
子を製造することができ、現在この滴下工法が液晶表示素子の製造方法の主流となってい
る。
【０００３】
ところで、携帯電話、携帯ゲーム機等、各種液晶パネル付きモバイル機器が普及している
現代において、液晶端末の小型化は最も求められている課題である。液晶端末の小型化の
手法として、液晶パネルの狭額縁化によって筐体の大きさを小さくする設計が行われてい
る。例えば、シール剤の塗布位置をブラックマトリックス下に配置することで液晶パネル
の額縁幅を小さくする設計（狭額縁設計）が行われている。
液晶パネルの画素表示部には液晶分子を配向制御するために配向膜が形成されている。上
記狭額縁設計においては、配向膜が形成された画素表示部とシールラインとが極めて近接
し、シールラインが配向膜上に位置するようになってきた。通常、液晶への溶出を抑制し
液晶汚染を低減する観点から、シール剤には親水性であるものが用いられており、一方、
配向膜には疎水性が付与されている。そのため、疎水性が付与された配向膜上に親水性の
シール剤を塗布してシールラインを形成すると、塗布されたシール剤が配向膜上ではじか
れ、シール剤と液晶との界面が拡大するようにシールラインにゆがみが生じることがある
。また、配向膜とシール剤との界面親和性が低いため、接着力が不充分となることがある
。更に、シール剤が配向膜上に塗布されると、パネル表示部に輝点ムラと呼ばれる特殊な
表示不良が発生することがある。ここで、輝点ムラとは、パネル表示の際（バックライト
を点灯し黒表示する際）、パネル上でバックライト光が点状に抜けて見える輝点が多数発
生し、肉眼において黒表示が甘くなったムラが認識される現象を言う。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－１３３７９４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
本発明は、滴下工法による液晶表示素子の製造において、疎水性が付与された配向膜上に
塗布された場合であっても接着性を損なうことなく、パネル表示部に輝点ムラが発生する
ことのない液晶滴下工法用シール剤を提供することを目的とする。また、本発明は、該液
晶滴下工法用シール剤を用いて製造される上下導通材料及び液晶表示素子を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明は、硬化性樹脂と、無機充填剤と、重合開始剤及び／又は熱硬化剤とを含有する液
晶滴下工法用シール剤であって、前記無機充填剤は、疎水性の表面処理がされており、Ｍ
値が２０以上であり、平均粒子径が０．３～１．５μｍであり、前記硬化性樹脂１００重
量部に対して前記無機充填剤を５～４０重量部含有する液晶滴下工法用シール剤である。
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以下に本発明を詳述する。
【０００７】
液晶表示素子に用いられるシール剤には、通常、特許文献１に開示されているように、粘
度の向上、応力分散効果による接着性の改善、透湿を抑制して高温高湿時の信頼性を向上
する効果、線膨張率の改善等を目的として無機充填剤が配合される。
本発明者は、パネル表示部に発生する輝点ムラの原因が、シール剤から液晶中に拡散した
無機充填剤によるものであることを見出した。即ち、配向膜上にシールラインが形成され
るような狭額縁設計では、シール剤と液晶との接触界面が拡大することで、無機充填剤が
液晶中に拡散しやすくなり、液晶中に広がった無機充填剤が周囲の液晶の配向を乱し光り
抜けを起こす。
そこで本発明者は、平均粒子径が特定の範囲内である無機充填剤において、Ｍ値が２０以
上となるように該無機充填剤に疎水性の表面処理を施すことにより、無機充填剤の液晶へ
の拡散を抑え、輝点ムラが改善されることを見出した。更に、無機充填剤のＭ値を２０以
上とする表面処理により、配向膜に対するシール剤の接着性を向上させることもできるこ
とを見出し、本発明を完成させるに至った。
【０００８】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、無機充填剤を含有する。
上記無機充填剤は特に限定されず、例えば、タルク、石綿、シリカ、珪藻土、スメクタイ
ト、ベントナイト、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、アルミナ、モンモリロナイト、
酸化亜鉛、酸化鉄、酸化マグネシウム、酸化錫、酸化チタン、水酸化マグネシウム、水酸
化アルミニウム、ガラスビーズ、窒化珪素、硫酸バリウム、石膏、珪酸カルシウム、セリ
サイト活性白土、窒化アルミニウム等が挙げられる。なかでも、シリカ、タルクが好適で
ある。
【０００９】
上記シリカのうち市販されているものとしては、例えば、東ソーシリカ社製のＮＩＰＳＩ
Ｌ、アドマテックス社製のアドマファイン、日本触媒社製のシーホスター、信越化学工業
社製のＸ２４シリーズ、電気化学工業社製の球状シリカ、シーマ電子社製の機能性球状シ
リカ、扶桑化学工業社製の微粉球状シリカ、東亞合成社製の機能性球状シリカ等が挙げら
れる。
上記タルクのうち市販されているものとしては、例えば、日本タルク社製のＳＧ２０００
、ＮＡＮＯ　ＡＣＥシリーズ等が挙げられる。
【００１０】
本発明の液晶滴下工法用シール剤において、上記無機充填剤は、疎水性の表面処理がされ
ており、Ｍ値が２０以上である。上記無機充填剤のＭ値が２０未満であると、得られる液
晶表示素子のパネル表示部に輝点ムラが発生しやすくなったり、シール剤の塗布面に配向
膜が存在する場合に配向膜に対して充分な接着性が得られなくなったりする。上記無機充
填剤のＭ値の好ましい下限は２２、より好ましい下限は２３である。
上記無機充填剤のＭ値の上限は特に限定されず、理論的には９９．９であるが、好ましい
上限は７０、より好ましい上限は５０、更に好ましい上限は３５である。上記無機充填剤
のＭ値が５０を超えると、無機充填剤を配合したシール剤の粘度やチクソトロピックイン
デックスが高くなって塗布が困難となることがあり、上記無機充填剤のＭ値が７０を超え
ると、表面処理の際に無機充填剤の凝集が発生することがある。
なお、上記Ｍ値は粒子粉体表面の疎水性を表現する値であり、水とメタノールの混合液の
混合比率を変化させた際（メタノール比率を増やしていった際）に、粒子粉体が混合液に
濡れはじめる時のメタノールの体積百分率の値である。具体的には、容量３００ｍＬのビ
ーカー中に５０ｍＬの水を入れ、更に無機充填剤０．２ｇを添加し、２３℃の条件下にお
いてマグネチックスターラーで撹拌しながらビュレットからメタノールを無機充填剤が懸
濁するまで滴下して、無機充填剤が溶液中に懸濁された時点を終点とし、終点におけるビ
ーカー中の液体混合物のメタノールの体積百分率の値として求めることができる。測定値
は無機充填剤の量や温度によって変わるため、本発明においては上記測定条件の下での値
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を上記Ｍ値として適用する。
【００１１】
上記無機充填剤を化学的又は物理的に疎水性の表面処理を施すことにより、該無機充填剤
が表面に疎水性基を有するものとなる。
上記無機充填剤のＭ値が２０以上となるようにするため、上記疎水性の表面処理により無
機充填剤の表面に処理する官能基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、
ブチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、オクチル基、２－エチルヘキシル基、ラウリ
ル基、ステアリル基等の炭素数が１～２０のアルキル基や、グリシジル基、３、４－エポ
キシシクロヘキシル基等のエポキシ基や、１級、２級、又は、３級のアミノ基や、アルコ
キシル基、ビニル基、アクリロイル基、メタアクリロイル基、スルフィド基、メルカプト
基、イソシアネート基、ウレイド基、ピリジル基、スチリル基、エーテル結合、エステル
結合、チオール基等を含む官能基等が挙げられる。
【００１２】
上記無機充填剤のＭ値を２０以上とする方法としては、具体的には例えば、無機充填剤と
、有機化合物又は疎水性の無機物の微粉体を物理的に接触させることで、無機充填剤の表
面に有機化合物又は疎水性の無機物を物理的に吸着させる方法や、無機充填剤表面付近に
重合反応を起こして無機充填剤表面に高分子体の堆積した被覆層を形成する方法や、無機
充填剤の表面に有機化合物を化学結合させる方法等が挙げられる。なかでも、無機充填剤
の表面に有機化合物を化学結合させる方法が好ましい。
無機充填剤の表面に有機化合物を化学結合させる方法としては、例えば、無機充填剤の表
面を基点として重合反応を起こして高分子被覆層を形成する方法や、官能基を有する化合
物を用いて無機充填剤の表面に存在する水酸基等の官能基と化学結合させる方法等が挙げ
られる。なかでも、官能基を有する化合物を用いて無機充填剤の表面に存在する水酸基等
の官能基と化学結合させる方法が好ましい。
【００１３】
上記無機充填剤の表面に存在する水酸基等の官能基と反応する官能基を有する化合物（以
下、疎水性表面処理剤ともいう）としては、例えば、シラザン化合物、シロキサン化合物
、各種シランカップリング剤、各種チタンカップリング剤、各種アルミニウム系カップリ
ング剤、酸無水物、高級脂肪酸、イソシアネート化合物、酸クロライド化合物、リン酸エ
ステル系化合物、アルデヒド化合物等が挙げられる。なかでも、アルコキシシラン化合物
、クロロシラン化合物等のシランカップリング剤やシラザン化合物が好ましい。
【００１４】
上記シランカップリング剤や上記シラザン化合物による処理としては、未処理の無機充填
剤を分散させた溶媒中に、一定量のシランカップリング剤やシラザン化合物を水、メタノ
ール、エタノール等のアルコール類や、アセトンや、酢酸エチルや、トルエン等の有機溶
剤に溶解させ、無機充填剤の表面にシランカップリング剤やシラザン化合物を反応させた
後に溶媒を除去する方法や、シランカップリング剤やシラザン化合物に無機充填剤を分散
させて反応させてから、余分のシランカップリング剤やシラザン化合物を除去洗浄する方
法が好ましい。これらの方法は、アミン類、アンモニア、酢酸、塩酸等の触媒の存在下で
行ってもよい。
【００１５】
また、上記シランカップリング剤や上記シラザン化合物による処理としては、未処理の無
機充填剤をミキサー内で撹拌混合しながら、シランカップリング剤やシラザン化合物を噴
霧し、一定時間そのまま保持し、未反応の処理剤を窒素パージ等で除去する方法（以下、
「乾式法」ともいう）も好ましい。この方法において、シランカップリング剤やシラザン
化合物は、溶媒で薄めて用いてもよいし、そのまま用いてもよい。この方法は、アミン類
、アンモニア、酢酸、塩酸等の触媒の存在下で行ってもよい。
【００１６】
上記シランカップリング剤や上記シラザン化合物による処理において、シランカップリン
グ剤やシラザン化合物を溶媒へ希釈させる場合の希釈濃度や、シランカップリング剤やシ
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ラザン化合物の添加量を調整すること、シランカップリング剤やシラザン化合物を無機充
填剤表面と反応させる際の温度やｐＨを調整すること等によって、無機充填剤のＭ値を制
御できる。また、シランカップリング剤やシラザン化合物を溶媒に希釈させる場合の希釈
濃度は特に限定されないが、通常０．０１～５０重量％であり、好ましい下限は０．１重
量％、好ましい上限は３５重量％、より好ましい下限は３重量％、より好ましい上限は１
５重量％である。
また、上記Ｍ値は、表面処理前（未処理）の無機充填剤の表面の官能基量によっても調整
できる。この場合、同じ処理条件であれば未処理の無機充填剤の表面の官能基が多いもの
ほど高いＭ値の無機充填剤が得られる。
【００１７】
上記シランカップリング剤としては、例えば、メチルトリメトキシシラン、ジメチルジメ
トキシシラン、メチルトリエトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ヘキシルトリメ
トキシシラン、ヘキシルトリエトキシシラン、オクチルトリメトキシシラン、オクチルト
リエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、メチルトリクロロシラン、ブチルトリク
ロロシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン等のアルキル基を有するシランカ
ップリング剤や、フェニルトリメトキシシラン、フェルトリエトキシシラン等のフェニル
基を有するシランカップリング剤や、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３
－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキ
シシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のエポ
キシ基を有するシランカップリング剤や、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキ
シシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－
（２－アミノエチル）３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリ
メトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン等のアミノ基を有するシランカ
ップリング剤や、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス
（２－メトキシエトキシ）シラン、ビニルメチルジメトキシシラン、ビニルメチルジエト
キシシラン、ビニルトリクロロシラン、アリルトリクロロシラン、アリルトリメトキシシ
ラン、アリルトリエトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン等のビニル基を有す
るシランカップリング剤や、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタ
クリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン
等の（メタ）アクリロイル基を有するシランカップリング剤や、３－メルカプトプロピル
トリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン、ビス（トリエトキシ
シリルプロピル）テトラスルフィド、３－オクタノイルチオ－１－プロピルトリエトキシ
シラン等のメルカプト及びサルファーシランカップリング剤や、３－ウレイドプロピルト
リエトキシラン等のウレイドシランカップリング剤や、３－イソシアネートプロピルトリ
メトキシシラン、３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン等のイソシアネートシ
ランカップリング剤等が挙げられる。
上記シラザン化合物としては、例えば、ヘキサメチルジシラザン、ジメチルジシラザン等
が挙げられる。
これらのシランカップリング剤やシラザン化合物は単独で用いてもよいし、２種以上を混
合して用いてもよい。
【００１８】
上記疎水性表面処理剤としては、分子量５００以下のものが好ましい。分子量が５００以
下の疎水性表面処理剤の化合物を用いて表面処理を行うと、無機充填剤の表面の処理状態
を均一にしやすく、また、無機充填剤同士の凝集を比較的抑えることができる。上記疎水
性表面処理剤の分子量は１００～３００であることがより好ましい。
【００１９】
上記無機充填剤の平均粒子径の下限は０．３μｍ、上限は１．５μｍである。上記無機充
填剤の平均粒子径が０．３μｍ未満であると、得られるシール剤の粘度やチクソトロピッ
クインデックスが高くなって塗布が困難となるため、配合量が制限され、疎水性が付与さ
れた配向膜との接着性に充分な効果を発揮できなかったり、応力分散効果、透湿性の向上
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や線膨張率の改善効果が充分に得られにくく、パネルの信頼性が充分に得られなかったり
する。また、平均粒子径が０．３μｍ未満の無機充填剤に疎水性の表面処理を施した場合
には、無機充填剤の拡散が起こりやすくなるため、無機充填剤が液晶中に拡散して発生す
る輝点ムラを充分に抑制することができなくなる。上記無機充填剤の平均粒子径が１．５
μｍを超えると、シール剤の塗布面にアルミニウム配線等の金属配線が存在する場合に、
無機充填剤が配線を傷つけることで断線し、接続不良が発生する。上記無機充填剤の平均
粒子径の好ましい下限は０．４μｍ、好ましい上限は１．４μｍ、より好ましい下限は０
．６μｍ、より好ましい上限は１．０μｍである。
なお、本明細書において上記無機充填剤の平均粒子径とは、本発明の液晶滴下工法用シー
ル剤中に分散された状態の粒子の粒度分布におけるＤ５０値のことであり、後述する粒度
分布計を用いて測定することができる。
【００２０】
上記無機充填剤の粒子径のＣＶ値は特に限定されないが、好ましい上限は４０％である。
上記無機充填剤の粒子径のＣＶ値が４０％を超えると、得られる液晶表示素子にギャップ
不良が発生することがある。
なお、上記無機充填剤の平均粒子径及びＣＶ値は、無機充填剤が分散しやすい溶媒中に無
機充填剤を分散させ、粒度分布計（例えば、Ｐａｒｔｉｃｌｅ　Ｓｉｚｉｎｇ　Ｓｙｓｔ
ｅｍｓ社製）を用いて測定することができる。
【００２１】
上記無機充填剤の含有量は、硬化性樹脂１００重量部に対して、好ましい下限が５重量部
、好ましい上限が４０重量部である。上記無機充填剤の含有量が５重量部未満であると、
充分な応力分散効果や線膨張率の調整効果が得られないことがある。４０重量部を超える
と、得られるシール剤の粘度やチクソトロピックインデックスが高くなってディスペンス
が困難になることがある。上記無機充填剤の配合量のより好ましい下限は１０重量部、よ
り好ましい上限は３０重量部である。
【００２２】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、本発明の効果を阻害しない範囲で、粘度を微調整す
る等の目的のために、上記疎水性の表面処理がされており、Ｍ値が２０以上である無機充
填剤以外のその他の無機充填剤及び／又は有機充填剤を配合してもよい。
上記有機充填剤としては、例えば、ポリエステル微粒子、ポリウレタン微粒子、ビニル重
合体微粒子、（メタ）アクリル重合体微粒子等やコアシェル粒子等が挙げられる。
【００２３】
上記有機充填剤の含有量は、硬化性樹脂１００重量部に対して、好ましい下限が５重量部
、好ましい上限が３０重量部である。上記有機充填剤の含有量が５重量部未満であると、
充分な応力分散効果が得られないことがある。上記有機充填剤の含有量が３０重量部を超
えると、得られるシール剤の粘度が高くなって塗布が困難となることがある。上記有機充
填剤の含有量のより好ましい上限は２０重量部である。
【００２４】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は硬化性樹脂を含有する。
上記硬化性樹脂は、不飽和二重結合を有する樹脂と、エポキシ基を有する樹脂とを含有す
ることが好ましい。不飽和二重結合を有する樹脂としては、（メタ）アクリロイル基を有
する樹脂、アリル基を有する樹脂、ビニル基を有する樹脂等が挙げられる。なかでも（メ
タ）アクリロイル基を有する樹脂が好ましく使用される。
上記（メタ）アクリロイル基を有する樹脂は特に限定されず、例えば、（メタ）アクリル
酸に水酸基を有する化合物を反応させることにより得られるエステル化合物、（メタ）ア
クリル酸とエポキシ化合物とを反応させることにより得られる完全（メタ）アクリル変性
エポキシ樹脂、イソシアネートに水酸基を有する（メタ）アクリル酸誘導体を反応させる
ことにより得られるウレタン（メタ）アクリレート等が挙げられる。
なお、本明細書において上記（メタ）アクリロイル基とは、アクリロイルオキシ基又はメ
タクリロイルオキシ基を意味し、上記（メタ）アクリレートとは、アクリレート又はメタ
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クリレートを意味し、上記（メタ）アクリルとは、アクリル又はメタクリルを意味する。
また、本明細書において上記完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂とは、エポキシ樹脂
中の全てのエポキシ基を（メタ）アクリル酸と反応させた化合物のことを表す。
【００２５】
上記（メタ）アクリル酸に水酸基を有する化合物を反応させることにより得られるエステ
ル化合物は特に限定されず、単官能のものとしては、例えば、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチ
ル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メ
タ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレー
ト、ラウリル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、イソボルニル（
メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、２－メトキシエチル（メタ
）アクリレート、メトキシエチレングリコール（メタ）アクリレート、２－エトキシエチ
ル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ベンジル（メ
タ）アクリレート、エチルカルビトール（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ
）アクリレート、フェノキシジエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポ
リエチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）
アクリレート、２，２，２－トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、２，２，３，３
－テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，５Ｈ－オクタフルオロペ
ンチル（メタ）アクリレート、イミド（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレー
ト、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）
アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート
、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソ
ノニル（メタ）アクリレート、イソミリスチル（メタ）アクリレート、２－ブトキシエチ
ル（メタ）アクリレート、２－フェノキシエチル（メタ）アクリレート、ビシクロペンテ
ニル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（
メタ）アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリ
ロイロキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイロキシエチルヘキサヒドロフタル酸
、２－（メタ）アクリロイロキシエチル２－ヒドロキシプロピルフタレート、グリシジル
（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイロキシエチルホスフェート等が挙げられ
る。
【００２６】
また、上記エステル化合物のうち、２官能のものとしては、例えば、１，４－ブタンジオ
ールジ（メタ）アクリレート、１，３－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６
－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリ
レート、１，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、２－ｎ－ブチル－２－エチ
ル－１，３－プロパンジオールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレン
グリコール（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチ
レングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロピレンオキシド付加ビスフ
ェノールＡジ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド付加ビスフェノールＡジ（メタ）
アクリレート、エチレンオキシド付加ビスフェノールＦジ（メタ）アクリレート、ジメチ
ロールジシクロペンタジエニルジ（メタ）アクリレート、１，３－ブチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、エチレンオキ
シド変性イソシアヌル酸ジ（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシ－３－（メタ）アクリ
ロイロキシプロピル（メタ）アクリレート、カーボネートジオールジ（メタ）アクリレー
ト、ポリエーテルジオールジ（メタ）アクリレート、ポリエステルジオールジ（メタ）ア
クリレート、ポリカプロラクトンジオールジ（メタ）アクリレート、ポリブタジエンジオ
ールジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００２７】
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また、上記エステル化合物のうち、３官能以上のものとしては、例えば、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
プロピレンオキシド付加トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、エチレンオ
キシド付加トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性トリ
メチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド付加イソシアヌル酸ト
リ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ
）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、グリセリントリ（
メタ）アクリレート、プロピレンオキシド付加グリセリントリ（メタ）アクリレート、ト
リス（メタ）アクリロイルエチルフォスフェート等が挙げられる。
【００２８】
上記（メタ）アクリル酸とエポキシ化合物とを反応させることにより得られる完全（メタ
）アクリル変性エポキシ樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸とを
、常法に従って塩基性触媒の存在下で反応することにより得られるもの等が挙げられる。
【００２９】
上記完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂を合成するための原料となるエポキシ樹脂と
しては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、２，２’－ジアリルビスフェノールＡ型エポキシ樹脂
、水添ビスフェノール型エポキシ樹脂、プロピレンオキシド付加ビスフェノールＡ型エポ
キシ樹脂、レゾルシノール型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、スルフィド型エ
ポキシ樹脂、ジフェニルエーテル型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂
、ナフタレン型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、オルトクレゾール
ノボラック型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエンノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニ
ルノボラック型エポキシ樹脂、ナフタレンフェノールノボラック型エポキシ樹脂、グリシ
ジルアミン型エポキシ樹脂、アルキルポリオール型エポキシ樹脂、ゴム変性型エポキシ樹
脂、グリシジルエステル化合物、ビスフェノールＡ型エピスルフィド樹脂等が挙げられる
。
【００３０】
上記ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピ
コート８２８ＥＬ、エピコート１００４（いずれも三菱化学社製）、エピクロン８５０－
Ｓ（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピ
コート８０６、エピコート４００４（いずれも三菱化学社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピ
クロンＥＸＡ１５１４（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記２，２’－ジアリルビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているものとし
ては、例えば、ＲＥ－８１０ＮＭ（日本化薬社製）等が挙げられる。
上記水添ビスフェノール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エ
ピクロンＥＸＡ７０１５（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記プロピレンオキシド付加ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂のうち市販されているもの
としては、例えば、ＥＰ－４０００Ｓ（ＡＤＥＫＡ社製）等が挙げられる。
上記レゾルシノール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＥＸ－
２０１（ナガセケムテックス社製）等が挙げられる。
上記ビフェニル型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピコート
ＹＸ－４０００Ｈ（三菱化学社製）等が挙げられる。
上記スルフィド型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＹＳＬＶ－
５０ＴＥ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記ジフェニルエーテル型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、Ｙ
ＳＬＶ－８０ＤＥ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
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ＥＰ－４０８８Ｓ（ＡＤＥＫＡ社製）等が挙げられる。
上記ナフタレン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピクロン
ＨＰ４０３２、エピクロンＥＸＡ－４７００（いずれもＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記フェノールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
エピクロンＮ－７７０（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記オルトクレゾールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例
えば、エピクロンＮ－６７０－ＥＸＰ－Ｓ（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ジシクロペンタジエンノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては
、例えば、エピクロンＨＰ７２００（ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記ビフェニルノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、
ＮＣ－３０００Ｐ（日本化薬社製）等が挙げられる。
上記ナフタレンフェノールノボラック型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては
、例えば、ＥＳＮ－１６５Ｓ（新日鐵化学社製）等が挙げられる。
上記グリシジルアミン型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、エピ
コート６３０（三菱化学社製）、エピクロン４３０（ＤＩＣ社製）、ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ（
三菱ガス化学社製）等が挙げられる。
上記アルキルポリオール型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、Ｚ
Ｘ－１５４２（新日鐵化学社製）、エピクロン７２６（ＤＩＣ社製）、エポライト８０Ｍ
ＦＡ（共栄社化学社製）、デナコールＥＸ－６１１（ナガセケムテックス社製）等が挙げ
られる。
上記ゴム変性型エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＹＲ－４５０
、ＹＲ－２０７（いずれも新日鐵化学社製）、エポリードＰＢ（ダイセル社製）等が挙げ
られる。
上記グリシジルエステル化合物のうち市販されているものとしては、例えば、デナコール
ＥＸ－１４７（ナガセケムテックス社製）等が挙げられる。
上記ビスフェノールＡ型エピスルフィド樹脂のうち市販されているものとしては、例えば
、エピコートＹＬ－７０００（三菱化学社製）等が挙げられる。
上記エポキシ樹脂のうちその他に市販されているものとしては、例えば、ＹＤＣ－１３１
２、ＹＳＬＶ－８０ＸＹ、ＹＳＬＶ－９０ＣＲ（いずれも新日鐵化学社製）、ＸＡＣ４１
５１（旭化成社製）、エピコート１０３１、エピコート１０３２（いずれも三菱化学社製
）、ＥＸＡ－７１２０（ＤＩＣ社製）、ＴＥＰＩＣ（日産化学社製）等が挙げられる。
【００３１】
上記（メタ）アクリル酸とエポキシ化合物とを反応させることにより得られる完全（メタ
）アクリル変性エポキシ樹脂としては、具体的には例えば、レゾルシノール型エポキシ樹
脂（ナガセケムテックス社製、「ＥＸ－２０１」）３６０重量部、重合禁止剤としてｐ－
メトキシフェノール２重量部、反応触媒としてトリエチルアミン２重量部、及び、アクリ
ル酸２１０重量部を、空気を送り込みながら９０℃で還流撹拌し、５時間反応させること
によって完全アクリル変性レゾルシノール型エポキシ樹脂を得ることができる。
【００３２】
上記完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば
、ＥＢＥＣＲＹＬ８６０、ＥＢＥＣＲＹＬ３２００、ＥＢＥＣＲＹＬ３２０１、ＥＢＥＣ
ＲＹＬ３４１２、ＥＢＥＣＲＹＬ３６００、ＥＢＥＣＲＹＬ３７００、ＥＢＥＣＲＹＬ３
７０１、ＥＢＥＣＲＹＬ３７０２、ＥＢＥＣＲＹＬ３７０３、ＥＢＥＣＲＹＬ３８００、
ＥＢＥＣＲＹＬ６０４０、ＥＢＥＣＲＹＬＲＤＸ６３１８２（いずれもダイセル・サイテ
ック社製）、ＥＡ－１０１０、ＥＡ－１０２０、ＥＡ－５３２３、ＥＡ－５５２０、ＥＡ
－ＣＨＤ、ＥＭＡ－１０２０（いずれも新中村化学工業社製）、エポキシエステルＭ－６
００Ａ、エポキシエステル４０ＥＭ、エポキシエステル７０ＰＡ、エポキシエステル２０
０ＰＡ、エポキシエステル８０ＭＦＡ、エポキシエステル３００２Ｍ、エポキシエステル
３００２Ａ、エポキシエステル１６００Ａ、エポキシエステル３０００Ｍ、エポキシエス
テル３０００Ａ、エポキシエステル２００ＥＡ、エポキシエステル４００ＥＡ（いずれも
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共栄社化学社製）、デナコールアクリレートＤＡ－１４１、デナコールアクリレートＤＡ
－３１４、デナコールアクリレートＤＡ－９１１（いずれもナガセケムテックス社製）等
が挙げられる。
【００３３】
上記イソシアネートに水酸基を有する（メタ）アクリル酸誘導体を反応させることにより
得られるウレタン（メタ）アクリレートは、例えば、２つのイソシアネート基を有する化
合物１当量に対して水酸基を有する（メタ）アクリル酸誘導体２当量を、触媒量のスズ系
化合物存在下で反応させることによって得ることができる。
【００３４】
上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料となるイソシアネートは特に限定されず、例え
ば、イソホロンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレ
ンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、トリメチルヘキサメチレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート（ＭＤＩ）、水添ＭＤＩ
、ポリメリックＭＤＩ、１，５－ナフタレンジイソシアネート、ノルボルナンジイソシネ
ート、トリジンジイソシアネート、キシリレンジイオシアネート（ＸＤＩ）、水添ＸＤＩ
、リジンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネート、トリス（イソシア
ネートフェニル）チオフォスフェート、テトラメチルキシレンジイソシアネート、１，６
，１０－ウンデカントリイソシアネート等が挙げられる。
【００３５】
また、上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料となるイソシアネートは特に限定されず
、例えば、エチレングリコール、グリセリン、ソルビトール、トリメチロールプロパン、
（ポリ）プロピレングリコール、カーボネートジオール、ポリエーテルジオール、ポリエ
ステルジオール、ポリカプロラクトンジオール等のポリオールと過剰のイソシアネートと
の反応により得られる鎖延長されたイソシアネート化合物も使用することができる。
【００３６】
上記ウレタン（メタ）アクリレートの原料となる、水酸基を有する（メタ）アクリル酸誘
導体は特に限定されず、例えば、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒド
ロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート等の市販品やエチレングリコール、プロピレン
グリコール、１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオ
ール、ポリエチレングリコール等の二価のアルコールのモノ（メタ）アクリレート、トリ
メチロールエタン、トリメチロールプロパン、グリセリン等の三価のアルコールのモノ（
メタ）アクリレート又はジ（メタ）アクリレート、完全（メタ）アクリル変性ビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂等の完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００３７】
上記ウレタン（メタ）アクリレートは、具体的には例えば、トリメチロールプロパン１３
４重量部、重合禁止剤としてＢＨＴ０．２重量部、反応触媒としてジブチル錫ジラウリレ
ート０．０１重量部、イソホロンジイソシアネート６６６重量部を加え、６０℃で還流撹
拌しながら２時間反応させ、次に、２－ヒドロキシエチルアクリレート５１重量部を加え
、空気を送り込みながら９０℃で還流撹拌し、２時間反応させることにより得ることがで
きる。
【００３８】
上記ウレタン（メタ）アクリレートのうち市販されているものとしては、例えば、Ｍ－１
１００、Ｍ－１２００、Ｍ－１２１０、Ｍ－１６００（いずれも東亞合成社製）、エベク
リル２３０、エベクリル２７０、エベクリル４８５８、エベクリル８４０２、エベクリル
８８０４、エベクリル８８０３、エベクリル８８０７、エベクリル９２６０、エベクリル
１２９０、エベクリル５１２９、エベクリル４８４２、エベクリル２１０、エベクリル４
８２７、エベクリル６７００、エベクリル２２０、エベクリル２２２０（いずれもダイセ
ル・サイテック社製）、アートレジンＵＮ－９０００Ｈ、アートレジンＵＮ－９０００Ａ
、アートレジンＵＮ－７１００、アートレジンＵＮ－１２５５、アートレジンＵＮ－３３
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０、アートレジンＵＮ－３３２０ＨＢ、アートレジンＵＮ－１２００ＴＰＫ、アートレジ
ンＳＨ－５００Ｂ（いずれも根上工業社製）、Ｕ－１２２Ｐ、Ｕ－１０８Ａ、Ｕ－３４０
Ｐ、Ｕ－４ＨＡ、Ｕ－６ＨＡ、Ｕ－３２４Ａ、Ｕ－１５ＨＡ、ＵＡ－５２０１Ｐ、ＵＡ－
Ｗ２Ａ、Ｕ－１０８４Ａ、Ｕ－６ＬＰＡ、Ｕ－２ＨＡ、Ｕ－２ＰＨＡ、ＵＡ－４１００、
ＵＡ－７１００、ＵＡ－４２００、ＵＡ－４４００、ＵＡ－３４０Ｐ、Ｕ－３ＨＡ、ＵＡ
－７２００、Ｕ－２０６１ＢＡ、Ｕ－１０Ｈ、Ｕ－１２２Ａ、Ｕ－３４０Ａ、Ｕ－１０８
、Ｕ－６Ｈ、ＵＡ－４０００（いずれも新中村化学工業社製）、ＡＨ－６００、ＡＴ－６
００、ＵＡ－３０６Ｈ、ＡＩ－６００、ＵＡ－１０１Ｔ、ＵＡ－１０１Ｉ、ＵＡ－３０６
Ｔ、ＵＡ－３０６Ｉ（いずれも共栄社化学社製）等が挙げられる。
【００３９】
上記（メタ）アクリロイル基を有する樹脂の５０重量％以上は、１分子中に少なくとも１
つのＯＨ基を有する化合物であることが好ましい。上記（メタ）アクリロイル基を有する
樹脂の５０重量％以上が１分子中に少なくとも１つのＯＨ基を有する化合物であることに
より、シール剤の液晶への溶出を抑制することができる。
上記１分子中に少なくとも１つのＯＨ基を有する化合物としては、合成の容易さ等の観点
から、完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂が特に好ましい。
また、上記（メタ）アクリロイル基を有する樹脂は、反応性の高さ等の観点から、分子中
に（メタ）アクロイルオキシ基を２～３個有するものが好ましい。
【００４０】
上記エキポシ基を有する樹脂としては、上記完全（メタ）アクリル変性エポキシ樹脂を合
成するための原料となるエポキシ樹脂と同様のものを用いることができる。
【００４１】
また、上記エポキシ基を有する樹脂は、例えば、１分子中に（メタ）アクリロイル基とエ
ポキシ基とを有する化合物であってもよい。このような化合物としては、例えば、２以上
のエポキシ基を有する化合物の一部分のエポキシ基を（メタ）アクリル酸と反応させるこ
とによって得られる部分アクリル変性エポキシ樹脂等が挙げられる。
なお、上記硬化性樹脂は、上記１分子中に（メタ）アクリロイル基とエポキシ基とを有す
る樹脂のみを含有するものであってもよい。
【００４２】
上記部分アクリル変性エポキシ樹脂は、例えば、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸とを
、常法に従って塩基性触媒の存在下で反応することにより得られる。具体的には例えば、
フェノールノボラック型エポキシ樹脂Ｎ－７７０（ＤＩＣ社製）１９０ｇをトルエン５０
０ｍＬに溶解させ、この溶液にトリフェニルホスフィン０．１ｇを加え、均一な溶液とし
、この溶液にアクリル酸３５ｇを還流撹拌下にて２時間滴下した後、更に還流撹拌を６時
間行い、次に、トルエンを除去することによって５０モル％のエポキシ基がアクリル酸と
反応した部分アクリル変性フェノールノボラック型エポキシ樹脂を得ることができる（こ
の場合、５０％部分アクリル化されている）。
【００４３】
上記部分アクリル変性エポキシ樹脂のうち市販されているものとしては、例えば、ＵＶＡ
ＣＵＲＥ１５６１（ダイセル・サイテック社製）が挙げられる。
【００４４】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、硬化性樹脂の（メタ）アクリロイル基とエポキシ基
との比がモル比で５０：５０～９５：５になるように上記（メタ）アクリロイル基を有す
る樹脂と上記エポキシ基を有する樹脂とを配合することが好ましい。
【００４５】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、重合開始剤及び／又は熱硬化剤を含有する。
上記重合開始剤としては、例えば、光ラジカル重合開始剤、熱ラジカル重合開始剤、光カ
チオン重合開始剤等が挙げられる。
【００４６】
上記硬化性樹脂が上記（メタ）アクリロイル基を有する樹脂を含有する場合、本発明の液
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晶滴下工法用シール剤は、光ラジカル重合開始剤又は熱ラジカル重合開始剤を含有するこ
とが好ましい。
上記光ラジカル重合開始剤は特に限定されず、例えば、ベンゾフェノン系化合物、アセト
フェノン系化合物、アシルフォスフィンオキサイド系化合物、チタノセン系化合物、オキ
シムエステル系化合物、ベンゾインエーテル系化合物、チオキサントン等を好適に用いる
ことができる。
また、上記光ラジカル重合開始剤のうち市販されているものとしては、例えば、ＩＲＧＡ
ＣＵＲＥ１８４、ＩＲＧＡＣＵＲＥ３６９、ＩＲＧＡＣＵＲＥ３７９、ＩＲＧＡＣＵＲＥ
６５１、ＩＲＧＡＣＵＲＥ８１９、ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７、ＩＲＧＡＣＵＲＥ２９５９
、ＩＲＧＡＣＵＲＥＯＸＥ０１、ルシリンＴＰＯ（いずれもＢＡＳＦ　Ｊａｐａｎ社製）
、ベンソインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエー
テル（以上、いずれも東京化成工業社製）等が挙げられる。なかでも吸収波長域が広いこ
とから、ＩＲＧＡＣＵＲＥ６５１、ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７、ベンゾインイソプロピルエ
ーテル、及び、ルシリンＴＰＯが好適である。これらの光ラジカル重合開始剤は単独で用
いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００４７】
上記光ラジカル重合開始剤の含有量は特に限定されないが、上記（メタ）アクリロイル基
を有する樹脂１００重量部に対して、好ましい下限が０．１重量部、好ましい上限が１０
重量部である。上記光ラジカル重合開始剤の含有量が０．１重量部未満であると、得られ
る液晶滴下工法用シール剤の光重合が充分に進行しないことがある。上記光ラジカル重合
開始剤の含有量が１０重量部を超えると、未反応の光ラジカル重合開始剤が多く残り、得
られる液晶滴下工法用シール剤の耐候性が悪くなることがある。上記光ラジカル重合開始
剤の含有量のより好ましい下限は１重量部、より好ましい上限は５重量部である。
【００４８】
上記熱ラジカル重合開始剤は特に限定されず、例えば、過酸化物やアゾ化合物等が挙げら
れる。
上記熱ラジカル重合開始剤のうち市販されているものとしては、例えば、Ｖ－３０、Ｖ－
５０１、Ｖ－６０１、ＶＰＥ－０２０１（いずれも和光純薬工業社製）、パーブチルＯ、
パーヘキシルＯ、パーブチルＰＶ（いずれも日油社製）等が挙げられる。
【００４９】
上記熱ラジカル重合開始剤の含有量は特に限定されないが、上記（メタ）アクリロイル基
を有する樹脂１００重量部に対して、好ましい下限は０．０１重量部、好ましい上限は１
０重量部である。上記熱ラジカル重合開始剤の含有量が０．０１重量部未満であると、重
合が充分に進行しなかったり、反応が遅くなりすぎたりすることがある。上記熱ラジカル
重合開始剤の含有量が１０重量部を超えると、貯蔵安定性が低下することがある。上記熱
ラジカル重合開始剤の含有量のより好ましい下限は０．５重量部、より好ましい上限は５
重量部である。　
【００５０】
上記アゾ化合物としては、高分子アゾ開始剤を用いても良い。高分子アゾ開始剤とは、ア
ゾ基を有し、熱にて（メタ）アクリル基を硬化させることができるラジカル生成する分子
量が３００以上の化合物を意味する。なお、上記高分子アゾ開始剤は通常光照射によって
も分解してラジカルを発生することから、光ラジカル重合開始剤としても機能し得る。
【００５１】
上記高分子アゾ開始剤の数平均分子量の好ましい下限は１０００、好ましい上限は３０万
である。上記高分子アゾ開始剤の数平均分子量が１０００未満であると、高分子アゾ開始
剤が液晶に悪影響を与えることがあり、３０万を超えると、（メタ）アクリル基を有する
樹脂への混合が困難になることがある。上記高分子アゾ開始剤の数平均分子量のより好ま
しい下限は５０００、より好ましい上限は１０万であり、更に好ましい下限は１万、更に
好ましい上限は９万である。このような高分子アゾ開始剤としては、例えば、４，４’－
アゾビス（４－シアノペンタン酸）とポリアルキレングリコールの重縮合物や４，４’－
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アゾビス（４－シアノペンタン酸）と末端アミノ基を有するポリジメチルシロキサンの重
縮合物等が挙げられ、市販されているものとしては、例えば、ＶＰＥ－０２０１、ＶＰＥ
－０４０１、ＶＰＥ－０６０１、ＶＰＳ－０５０１、ＶＰＳ－１００１（いずれも和光純
薬工業社製）等が挙げられる。
【００５２】
上記硬化性樹脂が上記エポキシ基を有する樹脂を含有する場合、本発明の液晶滴下工法用
シール剤は、光カチオン重合開始剤又は熱硬化剤を含有することが好ましい。
上記光カチオン重合開始剤は、光照射によりプロトン酸又はルイス酸を発生するものであ
れば特に限定されず、イオン性光酸発生型であってもよいし、非イオン性光酸発生型であ
ってもよい。具体的には、例えば、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ハロニウム塩、芳香族
スルホニウム塩等のオニウム塩類や、鉄－アレン錯体、チタノセン錯体、アリールシラノ
ール－アルミニウム錯体等の有機金属錯体類等が挙げられる。これらの光カチオン重合開
始剤は単独で用いられてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００５３】
上記光カチオン重合開始剤のうち市販されているものとしては、例えば、アデカオプトマ
ーＳＰ－１５０、アデカオプトマーＳＰ－１７０（いずれもＡＤＥＫＡ社製）、ＵＶＥ－
１０１４（ゼネラル・エレクトリック社製）、ＣＤ－１０１２（サートマー社製）、ＲＤ
－２０７４（ローディア社製）等が挙げられる。
【００５４】
上記光カチオン重合開始剤の含有量は特に限定されないが、上記エポキシ基を有する樹脂
１００重量部に対して、好ましい下限は０．１重量部、好ましい上限は１０重量部である
。上記光カチオン重合開始剤の含有量が０．１重量部未満であると、光カチオン重合性化
合物のカチオン重合が充分に進行しなかったり、得られるシール剤の硬化反応が遅くなり
すぎたりすることがある。上記光カチオン重合開始剤の含有量が１０重量部を超えると、
得られるシール剤の硬化反応が速くなりすぎて、作業性が低下したり、得られるシール剤
が不均一な硬化物となったりすることがある。上記光カチオン重合開始剤の含有量のより
好ましい下限は０．５重量部である。
【００５５】
上記熱硬化剤は特に限定されず、例えば、有機酸ヒドラジド、イミダゾール誘導体、アミ
ン化合物、多価フェノール系化合物、酸無水物等が挙げられる。なかでも、常温固形の有
機酸ヒドラジドが好適に用いられる。
【００５６】
上記固形の有機酸ヒドラジドは特に限定されず、例えば、１，３－ビス（ヒドラジノカル
ボエチル－５－イソプロピルヒダントイン）、セバシン酸ジヒドラジド、イソフタル酸ジ
ヒドラジド、アジピン酸ジヒドラジド、マロン酸ジヒドラジド等が挙げられ、市販されて
いるものとしては、例えば、アミキュアＶＤＨ、アミキュアＵＤＨ（いずれも味の素ファ
インテクノ社製）、ＳＤＨ、ＩＤＨ（いずれも大塚化学社製）、ＡＤＨ（日本ファインケ
ム社製）等が挙げられる。
【００５７】
上記熱硬化剤の含有量は特に限定されないが、上記エポキシ基を有する樹脂１００重量部
に対して、好ましい下限は０．１重量部、好ましい上限は５０重量部である。上記熱硬化
剤の含有量が０．１重量部未満であると、熱硬化が充分に進行しなかったり、反応が遅く
なりすぎたりすることがある。上記熱硬化剤の含有量が５０重量部を超えると、得られる
シール剤の粘度が高くなって塗工が困難となることがある。上記熱硬化剤の含有量のより
好ましい下限は１重量部、より好ましい上限は３０重量部である。
【００５８】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、シランカップリング剤を含有することが好ましい。
上記シランカップリング剤は、主に接着助剤としての役割を有する。
上記シランカップリング剤は特に限定されないが、例えば、３－アミノプロピルトリメト
キシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルト
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リメトキシシラン等が好適に用いられる。
【００５９】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、更に、必要に応じて、粘度調整の為の反応性希釈剤
、チクソ性を調整する揺変剤、パネルギャップ調整の為のポリマービーズ等のスペーサー
、３－Ｐ－クロロフェニル－１，１－ジメチル尿素等の硬化促進剤、消泡剤、レベリング
剤、重合禁止剤、その他添加剤等を含有してもよい。
【００６０】
本発明の液晶滴下工法用シール剤を製造する方法としては、例えば、ホモディスパー、ホ
モミキサー、万能ミキサー、プラネタリウムミキサー、ニーダー、３本ロール等の混合機
を用いて、硬化性樹脂と、無機充填剤と、重合開始剤及び／又は熱硬化剤と、必要に応じ
て添加するシランカップリング剤等とを混合する方法等が挙げられる。この際、含有する
イオン性不純物を除去するために、イオン吸着性固体と接触させてもよい。
【００６１】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、Ｅ型粘度計を用いて２５℃において１．０ｒｐｍの
条件で測定した粘度の好ましい下限が１００Ｐａ・ｓ、好ましい上限が４００Ｐａ・ｓで
ある。上記粘度が１００Ｐａ・ｓ未満であると、液晶を保持できなくなることがある。上
記粘度が４００Ｐａ・ｓを超えると、塗布性が悪くなることがある。上記粘度のより好ま
しい下限は２００Ｐａ・ｓ、より好ましい上限は３５０Ｐａ・ｓである。
【００６２】
本発明の液晶滴下工法用シール剤は、チクソトロピックインデックスの好ましい上限が１
．５である。本発明の液晶滴下工法用シール剤のチクソトロピックインデックスが１．５
を超えると、塗布性等が悪くなることがある。本発明の液晶滴下工法用シール剤のチクソ
トロピックインデックスのより好ましい上限は１．３である。本発明の液晶滴下工法用シ
ール剤のチクソトロピックインデックスの下限は特に限定されないが、実質的には１．０
を下回ることはない。
なお、本明細書において上記「チクソトロピックインデックス」とは、Ｅ型粘度計を用い
て２５℃において０．５ｒｐｍの条件で測定した粘度を、Ｅ型粘度計を用いて２５℃にお
いて５．０ｒｐｍの条件で測定した粘度で除した値を意味する。
【００６３】
本発明の液晶滴下工法用シール剤に、導電性微粒子を配合することにより、上下導通材料
を製造することができる。このような本発明の液晶滴下工法用シール剤と導電性微粒子と
を含有する上下導通材料もまた、本発明の１つである。
【００６４】
上記導電性微粒子は特に限定されず、金属ボール、樹脂微粒子の表面に導電金属層を形成
したもの等を用いることができる。なかでも、樹脂微粒子の表面に導電金属層を形成した
ものは、樹脂微粒子の優れた弾性により、基板上の配線接続部等を損傷することなく導電
接続が可能であることから好適である。
【００６５】
本発明の液晶滴下工本発明の液晶滴下工法用シール剤は、更に、必要に応じて、遮光性着
色剤、粘度調整の為の反応性希釈剤、チクソ性を調整する揺変剤、パネルギャップ調整の
為のポリマービーズ等のスペーサー、硬化促進剤、消泡剤、レベリング剤、重合禁止剤、
その他添加剤等を含有してもよい。
【００６６】
本発明の液晶滴下工法用シール剤及び／又は本発明の上下導通材料を用いてなる液晶表示
素子もまた、本発明の１つである。
【００６７】
本発明の液晶表示素子を製造する方法としては、例えば、ＩＴＯ薄膜等の２枚の電極付き
透明基板の一方に、本発明の液晶滴下工法用シール剤等をスクリーン印刷、ディスペンサ
ー塗布等により長方形状のシールパターンを形成する工程、本発明の液晶滴下工法用シー
ル剤等が未硬化の状態で液晶の微小滴を透明基板の枠内全面に滴下塗布し、すぐに他方の
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透明基板を重ねあわせる工程、及び、本発明の液晶滴下工法用シール剤等のシールパター
ン部分に紫外線等の光を照射してシール剤を仮硬化させる工程、及び、仮硬化させたシー
ル剤を加熱して本硬化させる工程を有する方法等が挙げられる。
【発明の効果】
【００６８】
本発明によれば、滴下工法による液晶表示素子の製造において、疎水性が付与された配向
膜上に塗布された場合であっても接着性を損なうことなく、パネル表示部に輝点ムラが発
生することのない液晶滴下工法用シール剤を提供することができる。また、本発明によれ
ば、該液晶滴下工法用シール剤を用いて製造される上下導通材料及び液晶表示素子を提供
することができる。
【発明を実施するための形態】
【００６９】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定
されない。
【００７０】
（実施例１）
（無機充填剤の表面処理）
無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、「ＫＥＰ－３０」、平均粒子径０．３μｍ
、Ｍ値０）１０重量部を、メチルトリエトキシシラン５重量部を溶解したエタノール１０
０重量部に分散させてエタノールの還流下で１時間反応させメチル処理シリカ（Ｍ値３４
）を得た。
【００７１】
（シール剤の調製）
部分アクリル変性エポキシ樹脂（ダイセル・サイテック社製、「ＥＢＥＣＲＹＬ１５６１
」）２０重量部、完全アクリル変性ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（ダイセル・サイテ
ック社製、「ＥＢＥＣＲＹＬ３７００」）４０重量部、光ラジカル重合開始剤（ＢＡＳＦ
　Ｊａｐａｎ社製、「ＩＲＧＡＣＵＲＥ６５１」）１重量部を配合し、８０℃に加熱溶解
させた後、遊星式撹拌装置を用いて撹拌し混合物を得た。
次に、無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ６重量部、熱硬化剤としてアジピン
酸ジヒドラジド（日本ファインケム社製、「ＡＤＨ」）５重量部、及び、シランカップリ
ング剤として３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン１重量部を配合し、遊星式撹
拌装置にて撹拌した後、セラミック３本ロールにて分散させ、シール剤を得た。
【００７２】
（実施例２）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－５０」、平均粒子径０．５μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は、実施例１と同
様にして、メチル処理シリカ（Ｍ値３１）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ７重量部を用いたこと以外は、実施例１と
同様にしてシール剤を得た。
【００７３】
（実施例３）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－１００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は、実施例１と
同様にして、メチル処理シリカ（Ｍ値３０）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００７４】
（実施例４）
実施例３において、熱硬化剤とともに、熱ラジカル重合開始剤として高分子アゾ化合物（
和光純薬工業社製、「ＶＰＥ０２０１」）５重量部を配合したこと以外は、実施例３と同
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様にしてシール剤を得た。
【００７５】
（実施例５）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－１５０」、平均粒子径１．５μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は、実施例１と
同様にして、メチル処理シリカ（Ｍ値２６）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００７６】
（実施例６）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－１００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリエトキシシラ
ンに代えて３－アミノプロピルトリメトキシシランを用いたこと以外は実施例１と同様の
操作を行い、アミノ処理シリカ（Ｍ値２３）を得た。
無機充填剤として、得られたアミノ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００７７】
（実施例７）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－１００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリエトキシシラ
ン５重量部に代えて、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン３．５重量部を用い
たこと以外は実施例１と同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値２０）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。　
【００７８】
（実施例８）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－１００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリエトキシシラ
ンに代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランを用いたこと以外は実施例１と
同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値２５）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００７９】
（比較例１４）
エポキシ処理シリカの配合量を２重量部に変えたこと以外は、実施例８と同様にしてシー
ル剤を得た。
【００８０】
（比較例１５）
エポキシ処理シリカの配合量を３０重量部に変えたこと以外は、実施例８と同様にしてシ
ール剤を得た。
【００８１】
（実施例１１）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてタルク粒子（日本タルク社製
、「ＳＧ－２０００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリエトキシシ
ランに代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランを用いたこと以外は実施例１
と同様の操作を行い、エポキシ処理タルク（Ｍ値２４）を得た。
エポキシ処理シリカの配合量を１０重量部に変え、無機充填剤として、更に、作製したエ
ポキシ処理タルクを５重量部配合したこと以外は、実施例８と同様にしてシール剤を得た
。
【００８２】
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（実施例１２）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子「アドマフィンＳ
Ｏ－Ｅ３」（アドマテックス社製、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリ
エトキシシラン５重量部に代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン１０重量
部を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値２５）を
得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００８３】
（実施例１３）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を１０重量部に変えたこと以外は
、実施例７と同様にして、エポキシ処理シリカ（Ｍ値３４）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００８４】
（実施例１４）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を３０重量部に変えたこと以外は
、実施例７と同様にして、エポキシ処理シリカ（Ｍ値５７）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００８５】
（実施例１５）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてタルク粒子（日本タルク社製
、「Ｄ－６００」、平均粒子径０．６μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は実施例１と同様
の操作を行い、メチル処理タルク（Ｍ値２９）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００８６】
（実施例１６）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてタルク粒子（日本タルク社製
、「ＳＧ－２０００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は実施例１と
同様の操作を行い、メチル処理タルク（Ｍ値２５）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤及び液晶表示素子を得た。
【００８７】
（実施例１７）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてタルク粒子（日本タルク社製
、「ＳＧ－２０００」、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用い、ヘンシェルミキサーに
該タルク粒子１００重量部を入れ、１５０℃で加熱しながら、水５重量部とヘキサメチル
ジシラザン１０重量部の混合物を噴霧しながら撹拌してメチル処理を行い、メチル処理タ
ルク（Ｍ値４０）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００８８】
（実施例１８）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量５重量部を、４重量部に変えたこ
と以外は、実施例１１と同様の操作を行い、エポキシ処理タルク（Ｍ値２０）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００８９】
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（実施例１９）
無機充填剤として、実施例１１と同様の操作を行って得られたエポキシ処理タルク（Ｍ値
２４）１０重量部を用いたこと以外は、実施例１と同様にしてシール剤を得た。
【００９０】
（比較例１６）
エポキシ処理タルクの配合量を２重量部に変えたこと以外は、実施例１９と同様にしてシ
ール剤を得た。
【００９１】
（比較例１７）
エポキシ処理タルクの配合量を３０重量部に変えたこと以外は、実施例１９と同様にして
シール剤を得た。
【００９２】
（実施例２２）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を１０重量部に変えたこと以外は
、実施例１１と同様の操作を行い、エポキシ処理タルク（Ｍ値３０）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００９３】
（実施例２３）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を３０重量部に変えたこと以外は
、実施例１１と同様の操作を行い、エポキシ処理タルク（Ｍ値７５）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【００９４】
（実施例２４）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランに代えて３－アミノプロピルトリメトキシ
シランを用いたこと以外は、実施例１１と同様の操作を行い、アミノ処理タルク（Ｍ値２
３）を得た。
無機充填剤として、得られたアミノ処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００９５】
（比較例１）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子（日本触媒社製、
「ＫＥＰ－２５０」、平均粒子径２．５μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は、実施例１と
同様にして、メチル処理シリカ（Ｍ値２４）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【００９６】
（比較例２）
無機充填剤として、メチル処理シリカ（信越化学工業社製、「Ｘ２４－９１６３Ａ」、平
均粒子径０．０８μｍ、Ｍ値３８）５重量部を用いたこと以外は、実施例１と同様にして
シール剤を得た。
【００９７】
（比較例３）
メチル処理シリカの配合量を１０重量部に変えたこと以外は、比較例２と同様にしてシー
ル剤を得た。
【００９８】
（比較例４）
無機充填剤として、未処理の「ＫＥＰ－５０」７重量部を用いたこと以外は、実施例１と
同様にしてシール剤を得た。
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【００９９】
（比較例５）
無機充填剤として、未処理の「ＫＥＰ－１００」１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【０１００】
（比較例６）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子「ＨＰＳ１０００
（東亞合成社製、平均粒子径１．０μｍ、Ｍ値０）を用いたこと以外は、実施例１と同様
にして、メチル処理シリカ（Ｍ値１５）を得た。
無機充填剤として、得られたメチル処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【０１０１】
（比較例７）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を１重量部に変えたこと以外は、
実施例７と同様にして、エポキシ処理シリカ（Ｍ値１３）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【０１０２】
（比較例８）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を５重量部に変えたこと以外は、
実施例１２と同様にして、エポキシ処理シリカ（Ｍ値１７）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ１５重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【０１０３】
（比較例９）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子「アドマフィンＳ
Ｏ－Ｃ１」（アドマテックス社製、平均粒子径０．２５μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルト
リエトキシシラン５重量部に代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン０．２
重量部を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値３）
を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ５重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【０１０４】
（比較例１０）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子「アドマフィンＳ
Ｏ－２５Ｈ」（アドマテックス社製、平均粒子径０．５μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルト
リエトキシシラン５重量部に代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン１０重
量部を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値１５）
を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ７重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
【０１０５】
（比較例１１）
「（無機充填剤の表面処理）」において、無機充填剤としてシリカ粒子「アドマフィンＳ
Ｏ－Ｃ２」（アドマテックス社製、平均粒子径０．５μｍ、Ｍ値０）を用い、メチルトリ
エトキシシラン５重量部に代えて３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン０．２重
量部を用いたこと以外は実施例１と同様の操作を行い、エポキシ処理シリカ（Ｍ値５）を
得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理シリカ７重量部を用いたこと以外は、実施例１
と同様にしてシール剤を得た。
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【０１０６】
（比較例１２）
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランの配合量を１重量部に変えたこと以外は、
実施例１１と同様の操作を行い、エポキシ処理タルク（Ｍ値１４）を得た。
無機充填剤として、得られたエポキシ処理タルク１０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【０１０７】
（比較例１３）
無機充填剤として、未処理の「ＳＧ－２０００」１０重量部を用いたこと以外は、実施例
１と同様にしてシール剤を得た。
【０１０８】
なお、実施例及び比較例において用いた無機充填剤のＭ値は、以下のようにして導出した
。
２３℃の雰囲気下で容量３００ｍＬのビーカーに無機充填剤０．２ｇと５０ｍＬのイオン
交換水を入れた。ビーカー内の溶液をマグネチックスターラーで撹拌しながら、ビュレッ
トからメタノールを無機充填剤が懸濁するまで滴下した。この際、目視で無機充填剤が溶
液中に懸濁された状態になった時点を終点とし、終点におけるビーカー中の液体混合物の
メタノール体積百分率の値をＭ値とした。
【０１０９】
＜評価＞
各実施例及び各比較例で得られたシール剤について以下の評価を行った。結果を表１～３
に示した。
【０１１０】
（１）粘度及びチクソトロピックインデックス
各実施例及び各比較例で得られたシール剤について、Ｅ型粘度計（ブルックフィールド社
製、「ＤＶ－ＩＩＩ」）を用いて２５℃、１．０ｒｐｍの条件における粘度を測定した。
また、同様にして２５℃、０．５ｒｐｍの条件における粘度と２５℃、５．０ｒｐｍの条
件における粘度とを測定し、２５℃、０．５ｒｐｍの条件で測定した粘度を、２５℃、５
．０ｒｐｍの条件で測定した粘度で除してチクソトロピックインデックスを導出した。
【０１１１】
（２）塗布性
各実施例及び各比較例で得られたシール剤１００重量部にスペーサ微粒子（積水化学工業
社製、「ミクロパールＳＩ－Ｈ０５０」、５．０μｍ）１重量部を分散させ、シリンジに
充填して脱泡を行い、２枚ガラス基板の一方に、貼り合わせ後のシール剤の線幅が１ｍｍ
になるようにディスペンサーで塗布した。
塗布後のシール剤を光学顕微鏡にて確認し、塗布速度１００ｍｍ／ｓｅｃでシール切れや
シール細りがなかった場合を「◎」、塗布速度６０ｍｍ／ｓｅｃでシール切れやシール細
りがなく、１００ｍｍ／ｓｅｃではシール切れの発生はないものの一部にシール細りが認
められた場合を「○」、塗布速度６０ｍｍ／ｓｅｃで一部にシール細りが認められるがシ
ール切れの発生はなかった場合を「△」、塗布速度６０ｍｍ／ｓｅｃでシール切れの発生
があった場合を「×」として、シール剤の塗布性を評価した。
【０１１２】
（３）接着性
各実施例及び各比較例で得られたシール剤１００重量部にスペーサ微粒子（積水化学工業
社製、「ミクロパールＳＰ２０５」、５．０μｍ）３重量部を分散させた。スペーサ微粒
子を分散させたシール剤の極微量を、表面に透明電極（ＩＴＯ）を形成したコーニングガ
ラス１７３７（２０ｍｍ×５０ｍｍ×１．１ｍｍｔ）の中央部に取った。シール剤の量は
同型のガラスをその上に重ね合わせて押し広げて約３ｍｍΦになる量とした。貼り合わせ
たガラス基板に、３５０ｎｍ以下の光をカットするフィルター付き高圧水銀ランプを用い
て１００ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を３０秒照射して、シール剤を硬化させた。その後、１２



(21) JP 5386039 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

０℃で１時間加熱を行い、接着試験片を得た。得られた接着試験片についてテンションゲ
ージを用いて平面引っ張り試験法により接着強度を測定した。
また、上記のコーニングガラス１７３７にイミド樹脂（日産化学社製、「＃７４９２」）
をスピンコートで塗布し、８０℃でプリベイク後、２３０℃焼成して配向膜を形成した基
板を用いて上記と同様にして接着試験片を作製し、同様にして接着強度を測定した。
【０１１３】
（４）配線損傷性
０．７ｍｍ厚の無アルカリガラス上に幅５０μｍのアルミニウム配線が１００本配置され
たパターンを有するガラス基板と、配線を配置していない０．７ｍｍ厚の無アルカリガラ
スからなるガラス基板とを準備した。
アルミニウム配線を配置したガラス基板の配線上に、各実施例及び各比較例で得られたシ
ール剤を、アルミニウム配線の方向と直角方向になり、圧着後のシール幅が１ｍｍになる
ように塗布し、配線を配置していないガラス基板を貼り合わせ、０．５ＭＰａの圧力で圧
着した。その後、シール剤部分に３５０ｎｍ以下の光をカットするフィルター付き高圧水
銀ランプを用いて１００ｍＷ／ｃｍ２の紫外線を３０秒照射してから、１２０℃で１時間
加熱を行い、シール剤を硬化させた。
シール剤を硬化させた後の、各アルミニウム配線の導通性を測定し断線率（１００本中の
断線した配線の割合）を評価した。
【０１１４】
（５）輝点ムラ
各実施例及び各比較例で得られたシール剤１００重量部にスペーサ微粒子（積水化学工業
社製、「ミクロパールＳＰ２０５」、５．０μｍ）３重量部を分散させた。スペーサ微粒
子を分散させたシール剤を、ラビング処理した配向膜及びＩＴＯ電極を形成した２枚の無
アルカリガラス基板の一方に、長方形の枠を描く様にディスペンサーで塗布した。次に、
液晶（メルク社製、「ＺＬＩ－４７９２」）を滴下し、もう一方の基板を貼り合わせ、３
５０ｎｍ以下の光をカットするフィルターをつけた高圧水銀ランプを１００ｍＷ／ｃｍ２

で３０秒間照射してシール剤を硬化させ、更に、１２０℃で１時間加熱して、液晶表示素
子を作製した。
得られた液晶表示素子をモジュール化して、黒表示させた上でバックライトによって裏面
から光を当て、目視し、液晶表示素子のパネルの前面にわたり輝点ムラが確認されなかっ
た場合を「◎」、パネル周辺のシール剤近傍にわずかに輝点ムラが確認されたが実用上は
問題ないレベルであったものを「○」、パネルの表示部に広く輝点ムラが確認され、実用
に耐えないレベルであったものを「×」として、輝点ムラを評価した。
【０１１５】
（６）ギャップムラ
「（５）輝点ムラ」と同様にして得られた液晶表示素子について、目視によりギャップ不
良に起因するムラの評価を行った。また、パネルギャップを測定し、パネル中央とシール
剤付近のギャップ差を評価した。パネル前面にわたり狙い通りのギャップが得られており
、ギャップムラが認められなかったものを「○」、パネル周辺部が中央部のギャップより
高く、それに起因するギャップムラが目視で確認できたものを「×」として、ギャップム
ラを評価した。
【０１１６】
（７）色ムラ
「（５）輝点ムラ」と同様にして得られた液晶表示素子を、６０℃、９５％ＲＨの環境下
にて、３００時間、５００時間、及び、１０００時間放置し、シール部周辺の液晶に生じ
る色ムラを目視で観察し、１０００時間放置後にも液晶パネルの全面にわたり色ムラが全
くなかった場合を「◎」、５００時間放置後には液晶パネルの全面にわたり色ムラがない
が、１０００時間後にはわずかなムラが認められた場合を「○」、３００時間放置後には
液晶パネルの全面にわたり色ムラがないが、５００時間後にはわずかなムラが認められた
場合を「△」、３００時間後に色ムラが認められた場合を「×」として、色ムラを評価し
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【０１１７】
【表１】

【０１１８】
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【表２】

【０１１９】
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【表３】

【産業上の利用可能性】
【０１２０】
本発明によれば、滴下工法による液晶表示素子の製造において、疎水性が付与された配向
膜上に塗布された場合であっても接着性を損なうことなく、パネル表示部に輝点ムラが発
生することのない液晶滴下工法用シール剤を提供することができる。また、本発明によれ
ば、該液晶滴下工法用シール剤を用いて製造される上下導通材料及び液晶表示素子を提供
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